
北海道告示第11570号

北海道が令和７年度において補助金等を交付する事務又は事業、補助対象経費、補助率等を次のとおり定める。

令和７年10月15日

北海道知事 鈴木 直道

（保健福祉部所管分 その24）

補助金等を交付する事 交付申請書に添 実績報告書に添 交付申請書の提 補助金等の交

務又は事業の名称及び 補 助 対 象 者 補 助 対 象 経 費 補 助 率 等 付すべき関係書 付すべき関係書 出部数、提出期 付に関する権 摘 要

その目的又は趣旨 類 類 限及び提出先 限の委任

１ 地域障害児支援体制充 事業の実施に必要な情報端末、ソ ４分の３以内 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式 提出部数 １部

実のためのＩＣＴ化推進 フトウェア、通信環境機器等の導入 保福第１の16号様式 保福第１の30号様式 提出期限 別に指示す

事業 及び保守に係る経費 (寄附金その他 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式 る日

障害児支援の現場にお の収入金がある 保福第１の20号様式 別に指示する様式 提 出 先 保健福祉部

けるＩＣＴの導入を支援 ときは、補助金 保福第１の32号様式 子ども政策

することにより、職員の 等の額の算定に （申請者が市町村で 局子ども家

業務効率化及び業務負担 当たり、当該寄 ある場合を除く。） 庭支援課

軽減を図り、安全・安心 附金その他の収 別に指示する様式

な障害児支援体制の充実 入金の控除等を

を図る、予算の範囲内で 行う。)

補助する。

(1) 障害児支援分野のＩ 北海道内の市町

ＣＴ導入モデル事業 村（指定都市及び

中核市を除く。）

において、障害児

通所支援、障害児

入所支援又は障害

児相談支援を実施

する市町村（一部

事務組合及び広域

連合を含む。以下

同じ）、社会福祉

法人、公益社団法

人、公益財団法人、

特定非営利活動法



人及び営利法人等

(2) 児童発達支援センタ 北海道内の市町

ー等におけるオンライン 村（指定都市及び

環境整備事業 中核市を除く。）

において、障害児

通所支援（児童発

達支援センター、

市町村中核子ども

発達支援センター

又は中核機能強化

事業所加算が算定

されている事業所

に限る。）を実施

する市町村、社会

福祉法人、公益社

団法人、公益財団

法人、特定非営利

活動法人及び営利

法人等

２ 令和７年度（令和６年 市町村 出産応援ギフト・子育て応援ギフ ６分の１以内 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式 提出部数 １部

度からの繰越分）出産・ トの支給を行った額 保福第１の16号様式 保福第１の30号様式 提出期限 別に指示す

子育て応援事業費補助金 （寄附金その他 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式 る日

全ての妊婦・子育て世 の収入金がある 保福第１の20号様式 別に指示する書類 提 出 先 保健福祉部

帯が安心して出産・子育 ときは、補助金 別に指示する様式 子ども政策

てできるよう、妊娠期か 等の額の算定に 局子ども政

ら出産・子育てまで一貫 当たり、当該寄 策企画課

して身近で相談に応じ、 附金その他の収

様々なニーズに即した必 入金の控除等を

要な支援につなぐ伴走型 行う。）

相談支援とともに、妊娠

の届出や出生の届出を行

った妊婦・子育て世帯等

に対し、出産育児関連用

品の購入費助成や子育て



支援サービスの利用負担

軽減を図る出産・子育て

応援給付金を一体的に実

施するための経費を交付

することを目的として、

予算の範囲内で補助する。

３ 令和７年度（2025年度） 市町村 妊婦支援給付金を現金その他確実 ４分の１以内 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式 提出部数 １部

北海道妊婦のための支援 な支払方法で支給するために必要な 保福第１の16号様式 保福第１の30号様式 提出期限 別に指示す

給付事業費補助金 報酬 （寄附金その他 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式 る日

市町村が支弁する妊婦 給料及び職員手当 の収入金がある 保福第１の20号様式 別に指示する書類 提 出 先 保健福祉部

支援給付金の支給のため 共済費 ときは、補助金 別に指示する様式 子ども政策

に要する費用を交付する 需用費 等の額の算定に 局子ども政

ことにより、必要な体制 備品購入費 当たり、当該寄 策企画課

整備を行い円滑な支給及 役務費 附金その他の収

び運用の効率化を図るこ 使用料及び賃借料 入金の控除等を

とを目的とし、予算の範 報償費 行う。）

囲内で補助する。 委託費

負担金等


